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■令和５年度 流山市財務書類（統一モデル）～全体会計 

 

  

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

※千円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

698,750

純資産合計 166,210,474

資産合計 負債及び純資産合計 299,156,264

4,486,417

－

18,427

△ 3,734

299,156,264

8,183,100

2,967,993

－

4,486,417

6,714,932

－

16,350,953

△ 41,401

－

75,206

7,746,463

1,031,531

20,584,307

12,450,919

353,120

12,441,062

－

9,857

6,886,218

－

6,886,218

1,502,020

8,304,628

△ 6,785,589

△ 56,855,046

16,527

△ 12,665

4,671,324

△ 1,528,266

140,488,751

612,815 287,291,728

135,141,739 △ 121,081,254

46,859,094

－ －

310,544 負債合計 132,945,790

△ 257,047

－ －

－ 735,895

－ 382,419

△ 1,976,973 1,101,560

－ －

－ 147,190

96,237,203 36,837,098

△ 35,996,817 8,176,052

4,697,550 5,808,988

118,674,008 957,624

55,046,733 4,780,527

－ －

282,805,311 124,769,738

255,334,786 82,194,489

【様式第１号】

貸借対照表(全体)

科目 金額 科目 金額

                       (令和　６年　３月３１日現在)
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（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

※千円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

2,464

890,037

4,524

885,513

99,139,454

－

16,343,979

－

245,098

9,315,341

6,503,652

2,811,689

100,019,543

9,948

－

7,484

－

40,310,463

1,867,553

38,835,286

27,448,047

4,427,429

5,922,318

1,037,492

1,549,523

580,944

38,549

930,030

56,899,540

116,644

【様式第２号】

行政コスト計算書(全体)
                         自  令和　５年　４月　１日
                         至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

109,334,884

52,435,344

12,050,535

9,335,290

731,048
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（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 279,799,130 △ 117,194,421

純行政コスト（△） △ 99,139,454

財源 102,523,305

税収等 58,540,620

国県等補助金 43,982,685

本年度差額 3,383,851

固定資産等の変動（内部変動） 7,321,432 △ 7,321,432

有形固定資産等の増加 15,012,882 △ 15,012,882

有形固定資産等の減少 △ 6,182,204 6,182,204

貸付金・基金等の増加 3,525,526 △ 3,525,526

貸付金・基金等の減少 △ 5,034,772 5,034,772

資産評価差額 907

無償所管換等 221,007

その他 △ 50,748 50,748

本年度純資産変動額 7,492,598 △ 3,886,833

本年度末純資産残高 287,291,728 △ 121,081,254

※千円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

221,007

－

3,605,765

166,210,474

907

3,383,851

【様式第３号】

純資産変動計算書(全体)
                                自  令和　５年　４月　１日

                                至  令和　６年　３月３１日

科目 合計

162,604,709

△ 99,139,454

102,523,305

58,540,620

43,982,685
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（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

※千円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

8,183,100

85,252

4,375,451

本年度資金収支額 △ 110,054

前年度末資金残高 7,910,735

本年度末資金残高 7,800,681

213,351

169,068

382,419

9,945,500

3,312,023

3,088,923

28,160

13,637

1,208,639

△ 9,732,818

5,655,301

5,640,282

15,019

10,030,752

7,651,382

－

2,163

800,000

5,247,313

17,384,200

15,504,674

1,562,866

－

19,659

297,001

2,163

866,899

56,833,214

40,244,137

16,343,979

－

245,098

107,595,564

57,937,438

40,617,552

6,474,769

2,565,805

580,944

【様式第４号】

資金収支計算書(全体)
                    自  令和　５年　４月　１日

                    至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

103,146,088

46,312,874

11,907,005

32,958,026
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■令和５年度 流山市財務書類（統一モデル）～連結会計 

 

 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債等

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地 他団体出資等分

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

※千円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

294,244,504 131,453,061

264,933,805 86,340,177

【様式第１号】

貸借対照表(連結)

科目 金額 科目 金額

                      (令和　６年　３月３１日現在)

97,418,412 37,873,686

△ 36,513,253 9,088,946

4,812,752 6,041,787

119,576,507 992,374

55,277,731 6,246,824

－ －

－ 6,829

－ 745,692

－ 384,723

△ 2,085,447 1,755,995

－ －

－ 147,190

612,815 301,383,879

141,704,243 △ 127,827,810

47,460,458 141,444

－ 6,730

310,544 負債合計 140,542,007

△ 257,047

△ 63,819,652

16,527

△ 12,665

6,220,638

△ 2,653,176

151,599,756

9,298,219

1,612

9,296,607

2,892,357

13,224,626

△ 9,571,571

81,406

9,740,872

1,031,531

8,709,341

20,012,480

9,876,741

27,846

9,848,895

－

354,406

3,102,067

2,600

4,544,805

456

19,992,153

9,622,905

△ 41,401

△ 3,734

純資産合計 173,697,513

資産合計 負債及び純資産合計 314,239,520

4,544,805

－

699,515

2,023,995

2,863

314,239,520
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（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

※千円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

【様式第２号】

行政コスト計算書(連結)
                       自  令和　５年　４月　１日
                       至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

2,047,081

129,048,714

54,676,787

12,191,705

9,453,773

738,289

120,268

1,879,375

40,872,127

27,845,208

4,542,148

6,437,690

117,855,582

1,612,955

625,141

38,549

949,265

74,371,927

57,772,238

16,344,122

255,567

11,193,132

7,562,730

3,630,402

4,524

886,664

116,980,699

16,305

－

13,807

－

2,498

891,188
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（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）
他団体出資等分

前年度末純資産残高 293,762,411 △ 123,975,321 114,409

純行政コスト（△） △ 116,980,699

財源 120,536,625 －

税収等 67,695,544 －

国県等補助金 52,841,081 －

本年度差額 3,555,926 －

固定資産等の変動（内部変動） 7,432,342 △ 7,432,342

有形固定資産等の増加 16,466,136 △ 16,466,136

有形固定資産等の減少 △ 7,397,505 7,397,505

貸付金・基金等の増加 3,646,448 △ 3,646,448

貸付金・基金等の減少 △ 5,282,737 5,282,737

資産評価差額 854

無償所管換等 221,007

他団体出資等分の増加 －

他団体出資等分の減少 －

比例連結割合変更に伴う差額 27,035

その他 △ 32,735 23,927

本年度純資産変動額 7,621,468 △ 3,852,489 27,035

本年度末純資産残高 301,383,879 △ 127,827,810 141,444

※千円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

【様式第３号】

純資産変動計算書(連結)
                                自  令和　５年　４月　１日

                                至  令和　６年　３月３１日

科目 合計

854

169,901,499

△ 116,980,699

120,536,625

67,695,544

52,841,081

3,555,926

173,697,513

221,007

－

－

27,035

△ 8,808

3,796,014



◆資料編◆ 

 

8 

 

 

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入

その他の収入

財務活動収支

比例連結割合に伴う差額

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

※千円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

625,141

【様式第４号】

資金収支計算書(連結)
                     自  令和　５年　４月　１日

                     至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

121,445,899

47,140,346

12,044,711

33,596,198

－

874,296

74,305,553

57,705,911

16,344,122

255,520

127,396,260

67,089,005

49,415,283

7,506,425

3,385,547

2,197

3,312,023

2,197

813,647

6,761,811

17,821,623

15,807,673

1,678,516

17,987

20,008

297,439

7,751,040

85,252

3,184,626

29,622

16,130

1,208,639

△ 10,070,583

6,719,630

6,697,375

22,255

10,170,378

10,085,126

9,622,905

3,450,748

本年度資金収支額 141,976

前年度末資金残高 9,093,998

3,859

本年度末資金残高 9,239,833

213,923

169,149

383,072
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■財政用語の説明 《本編にない用語もありますが、参考に掲載します。》 

 

（あ行）                                  

 

依存財源 

歳入のうち、国庫支出金や県支出金、市債などのように国、県などの意思決定に

基づいて収入される財源をいいます。  〔関連語〕自主財源 

 

一般会計 

地方公共団体の会計の中心をなす会計で、行政運営の基本的な経費全般を計上す

る会計です。本来、会計は単一で経理をするのが理想的ですが、行政活動は広範で

多岐にわたるため、特定の目的については、必要に応じて特別会計を設置し、経理

を明確にしています。 〔関連語〕特別会計、企業会計、普通会計 

 

一般財源 

市税や地方交付税のように、財源として使途が特定されず、どのような経費にも

使用できるものをいいます。 〔関連語〕特定財源 

 

インフラ資産 

資産形成のための資本的支出がなされた後、当該資産から将来の経済的便益（現

金）の流入が見込まれない非金融資産のことをいいます。一例として、道路が挙げ

られます。道路を整備するために投資を行った後、基本的には、その道路資産から

現金収入は見込まれないためです。 〔関連語〕事業用資産 

 

（か行）                                  

 

会計年度 

地方公共団体の収入及び支出を区分整理して、その関係を明らかにするために設

けられている一定の期間をいいます。普通地方公共団体の会計年度は、毎年４月１

日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとされています。 

 

企業会計 

地方公共団体が行う事業のうち、地方公営企業法に基づく病院事業や下水道事

業、水道事業など独立採算を基本とする企業的経営を行うものの会計をいいます。 

 

基金 

特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用す

るために設けられる資金または財産をいいます。 
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〔関連語〕財政調整積立基金、減債基金、特定目的基金 

 

起債 

市債（地方債）などの発行や募集をすることをいいます。 

 

基準財政収入額 

地方交付税のうち、普通交付税の算定に用いる標準的な税収入のことをいいま

す。市町村分にあっては、税収見込額の７５％と各譲与税収入見込額が算入されま

す。 〔関連語〕普通交付税、基準財政需要額 

 

基準財政需要額 

普通交付税の算定に用いる数値で、各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準にお

ける行政を行う場合の財政的な需要額を一定の手法により合理的に算定したものを

いいます。 〔関連語〕普通交付税、基準財政収入額 

 

義務的経費 

歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に削減することが困難な経費で、人件

費、扶助費、公債費の３つをいいます。 

 

繰出金 

各会計相互間において支出される経費をいいます。例としては、一般会計から国

民健康保険会計などの事務費等へ充当するために繰出すものや、競輪事業会計のよ

うな収益事業会計から一般会計へ繰出すものがあります。 

 

形式収支 

決算において、歳入総額から歳出総額を単純に差し引いた額を形式収支といいま

す。 〔関連語〕実質収支、実質単年度収支、単年度収支 

 

経常一般財源 

毎年恒常的に収入される財源のうち、使途が特定されない一般財源をいいます。

具体的には、地方税のうちの普通税や、普通交付税などをいいます。  

 

 

経常一般財源比率 

標準財政規模に対する経常一般財源の割合をいいます。この比率が高いほど、経

常一般財源に余裕があり、歳入構造に弾力性があることとなります。 
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経常収支比率 

財政構造の弾力性を示す指標で、経常経費に充てた一般財源の、経常一般財源に

対する割合です。 

 

経常的経費 

歳出のうち、毎年恒常的に支出される経費をいい、主なものとしては、人件費、

物件費、維持補修費などがあります。 〔関連語〕臨時的経費 

 

決算 

一会計年度の歳入歳出予算の執行実績を決算といいます。地方公共団体の決算

は、会計年度終了後において作成され、監査委員の審査に付した後、議会の認定を

経ることで確定します。 

 

決算統計 

「地方財政状況調査」の通称で、各地方公共団体の普通会計を基本に決算につい

て分析調査が行われます。 

 

減価償却（費） 

 固定資産の価値は、使用したり、時間の経過によって徐々に目減りしていきま

す。この価値の目減り分をコストとして会計記録することを減価償却といい、目減

りコストのことを減価償却費といいます。 

 

現金主義 

現金主義とは、現金の収入・支出という事実に基づいて会計処理を行う考え方で

す。現金の動きがない取引は会計記録がされません。現行の地方自治体の会計（官

庁会計）では、予算統制の観点から現金主義を採用しています。 

 

減債基金 

将来の地方債の償還及びその信用の維持のために設置される基金です。 

 

減収補てん債 

地方税の収入が、普通交付税における標準税収入額を下回った場合、その減収を

補うために発行が許可される特例の地方債をいいます｡ 

 

 

減税補てん債 

市民税減税などによって市税収入が減収となることに対して、その減収を補うた

めに発行が許可される特例の地方債をいいます。 
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公債費 

地方公共団体が借り入れた市債の元利償還金及び一時借入金利子の合算額をいい

ます｡公債費は、人件費、扶助費とともに義務的経費に分類され、その増加は財政の

硬直化の原因となりかねません｡また、公債費の償還には地方税や使用料収入等が充

当されますが、中には国からの元利補給や地方交付税でその元利金の償還財源が措

置される場合もあります｡ 

 

公債費比率 

各年度の公債費の一般財源に占める割合をいいます｡ 

 

公債費負担比率 

公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をいい、この率が高い

ほど財政の硬直性が高いことを示しています｡一般的には、１５％が警戒ライン、  

２０％が危険ラインとされています｡ 

 

（さ行）                                   

 

歳出 

会計年度における一切の支出をいいます。 

 

財政調整積立基金 

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設置している基金

で、経済事情の変動等で財源が不足する場合や、大規模な建設事業、災害時などの

財源として活用します｡ 〔関連語〕基金、減債基金、特定目的基金 

 

財政力指数 

普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を、基準財政需要額で除した数値の過

去３か年の平均値をいい、各地方公共団体の財政力を示す指数です。この指数は１

に近く、または１を超えるほど財政的に余裕がある団体といわれています。 

 

歳入 

会計年度における一切の収入をいいます。 

 

事業用資産 

地方公会計制度で定義されている考え方です。資産形成のための資本的支出がな

された後、将来の経済的便益（現金）の流入が見込まれる非金融資産のことをいい

ます。一例として、文化施設（美術館、博物館等）が挙げられます。文化施設を整

備するために投資を行った後、その文化施設から、入場料という現金収入が見込ま

れるためです。 〔関連語〕インフラ資産 



◆資料編◆ 

 

13 

 

市債（→地方債と同義語） 

地方公共団体が資金調達のために負担する債務で、その返済が一会計年度を越え

て行われるものをいいます。 

 

市債現在高（→地方債現在高と同義語） 

市が借り入れた市債の、各年度末の未償還元金の額です。市は市債を借り入れた

後、元金の他に利子を返済します。 

 

自主財源 

地方公共団体が自主的に収入できる財源です。地方税、使用料、財産収入などが

あります｡ 〔関連語〕依存財源 

 

市場公募地方債 

地方公共団体が、起債市場において公募し、発行する地方債をいい、単に市場公

募債ともいいます｡ 

 

実質収支 

決算において、歳入歳出差引額（形式収支）から、繰越事業に伴って繰り越すべ

き財源を控除した決算額をいいます｡ 

 

実質単年度収支 

単年度収支の中には、基金への積立金や取崩しによる繰入金などの要素が含まれ

ているため、これらの黒字や赤字に関わる特別な要素を取り除いた単年度収支を、

実質単年度収支といいます｡ 

 

人件費 

第１部では、決算統計上の性質別分類の項目のひとつで、義務的経費に属し、職

員等に対して勤労の対価、報酬として支払うものをいいます｡ 

第２部では、行政コスト上の経常業務費用の項目のひとつで、議員歳費、職員給

料、賞与引当金繰入、退職給付費用、その他の人件費からなります。 

 

出納整理期間 

会計年度末までに、確定した債権債務について、未収未払の整理を行うための期

間で、会計年度終了の翌日（４月１日）から、５月３１日までの２か月間をいいま

す｡ 

 

性質別分類 

地方公共団体の経費を、経済的性質で分類したものを性質別分類といい、人件

費、物件費、維持補修費、補助費等、普通建設事業費などに分けられ、それらの分
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類はさらに「義務的経費」、「投資的経費」、「その他の経費」の３つに分類されます｡ 

〔関連語〕目的別分類 

 

政府資金 

地方債のうち、政府機関から借り入れる資金をいい、財政融資資金、地方公共団

体金融機構資金があります｡ 

 

総務省方式 

平成１２年３月、平成１３年３月に総務省「地方公共団体の総合的な財政分析に

関する調査研究会報告書」で示された、財務書類作成モデルです。官庁会計の決算

を組み換える方法で作成します。 

 

その他の経費 

性質別分類の中で、「義務的経費（人件費、扶助費、公債費）」「投資的経費（普通

建設事業費）」以外の物件費、維持補修費、補助費等、繰出金などをいいます｡ 

 

（た行）                                   

 

単式簿記 

ある取引を現金の増加・減少という観点からのみ帳簿に記録する方法です。現金

の動きのみが記録されるため、ある時点の現金残高のみは把握可能です。現行の地

方自治体の会計（官庁会計）では、単式簿記を採用しています。 

〔関連語〕複式簿記 

 

単年度収支 

実質収支から前年度の実質収支を差引いた額をいいます｡これは、実質収支中には

前年度以前からの収支残が累積されているため、これを控除し、当該年度だけの収

支を算出します｡ 

 

地方交付税 

地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基

準により国が交付する税をいいます。 

 

地方公会計制度 

現在の地方自治体の会計制度（官庁会計）の弱点を補完するため、企業会計の考

え方を取り入れようとする取組のことです。官庁会計は、現金の収支のみを適正に

把握するという点で優れていますが、建物や道路等の資産や減価償却費等の情報を

取り扱わないため、正確なコスト分析や総合的な財務情報を説明する上で、限界が

あるといわれています。 
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総務省からは、平成２６年４月に固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提と

した財務書類の作成に関する統一的な基準が示され、平成２７年１月には「統一的

な基準による地方公会計マニュアル」が示され、企業会計的な財政分析を取り入れ

ることで、今まで見えなかった様々な情報を把握することができ、公共施設のマネ

ジメントなどの行財政運営に活用していくことが可能となります。 

 

地方債（→市債と同義語） 

地方公共団体が資金調達のために負担する債務で、その返済が一会計年度を越え

て行われるものをいいます。 

 

地方債現在高（→市債残高と同義語） 

地方公共団体が借り入れた地方債の、各年度末の未償還元金の額です。地方公共

団体は地方債を借り入れた後、元金の他に利子を返済します。 

 

地方譲与税 

国税として徴収した税を地方公共団体に譲与するもので、「地方揮発油譲与税」、

「自動車重量譲与税」、「特別とん譲与税」、「森林環境譲与税」などがあります｡ 

 

地方税 

租税のうち、国が課税権の主体であるものを国税、地方公共団体が課税権の主体

であるものを地方税といいます。地方税のうち、市町村が課税するものを市町村税

といい、主なものとしては、市町村民税、固定資産税、軽自動車税、市町村たばこ

税、都市計画税などがあります｡ 

 

地方特例交付金 

地方税の減税に伴う減収などの一部を補てんするために、国から交付されるもの

です。 

 

徴収不能引当金 

債権額のうち、将来的に回収が見込まれない額のことをいいます。債権は資産と

して貸借対照表に計上されますが、その計上額は債権額満額ではなく、将来的に実

際に回収できると見込まれる額で計上することが求められています。 

 

積立金 

計画的に財政を運営するため、または、財源的に余裕がある場合に積み立てるも

のをいい、積み立てたものは、基金として管理されます｡ 
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統一モデル（統一的な基準による財務書類） 

総務省から、平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」と

して示された財務書類の作成モデルです。複式簿記・発生主義を採用し、一般会計

等の歳入歳出データから複数仕訳を作成することにより、現金取引以外のフロー情

報及びストック情報を記録・表示する、固定資産台帳の整備を前提に事業や公共施

設等のマネジメントに活用することを目的とする点などが特徴として挙げられま

す。 

 平成２８年度決算以降は、全国的に統一モデルによる財務書類の作成が行われ、

各地方公共団体との比較が可能となります。 

 

投資的経費 

資本形成のための支出で、施設等がストックとして将来に残るものを投資的経費

といい、性質別分類では、普通建設事業費、災害復旧費などであり、義務的経費な

どとは区分されます｡ 〔関連語〕義務的経費 

 

当初予算 

一会計年度を通じて定められる基本的予算で、一年間の歳入歳出の全てを計上す

ることが原則となっています｡ 〔関連語〕補正予算 

 

特定財源 

財源のうち、使途が特定されているものをいい、主なものとしては、国庫支出

金、県支出金、地方債などがあります｡ 〔関連語〕一般財源 

 

特定目的基金 

教育、文化の振興や福祉、消防など、特定の事業の財源とするために積み立てて

おく資金をいいます。〔関連語〕基金 

 

特別会計 

特定の目的の歳入歳出について経理するため、法律や条例によって設置された会

計をいいます｡ 〔関連語〕一般会計 

 

特別交付税 

地方交付税のうち、突発的な災害などの特別な事情を反映して配分されるもので

す。地方交付税の総額は、９４％が普通交付税として財政力に応じ各地方公共団体

へ交付されますが、残りの６％が特別交付税として突発的な災害などの特別な事情

を反映して配分されています｡ 〔関連語〕地方交付税、普通交付税             
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（は行）                                   

 

発生主義 

現金の収支にかかわらず、資産の増減や費用・収益が発生したという事実に基づ

いて会計処理を行う考え方です。現金の動きだけでなく、例えば、減価償却費とい

った現金の動きを伴わない取引についても会計記録がなされます。企業会計では、

発生主義を採用しています。 〔関連語〕現金主義 

 

標準財政規模 

地方公共団体の一般財源における標準規模を示すもので、次の算式によって算定

されます。 

（市町村の場合） （基準財政収入額－譲与税等※）×100/75＋譲与税等※＋普通交

付税＋臨時財政対策債発行可能額 

（※譲与税等：地方譲与税＋交通安全対策特別交付金＋地方特例交付金） 

 

標準税収入額 

法定普通税を標準税率をもって算定した収入見込額で、市町村分にあっては、普

通交付税の算定に用いる基準財政収入額のうち、基準税額に７５分の１００を乗じ

て算出します。 

 

複式簿記 

取引を二面的に捉え、仕訳という処理によって帳簿に記録します。そこでは一つ

の取引に対して二つの記録、例えば、「資産の減少」と「費用の増加」というよう

に、資産、負債、純資産、費用、収益のいずれかの増減の組合せという二面的記録

がされます。現金以外の要素についても記録がされるため、ある時点での残高は、

現金以外についても把握可能です。企業会計では、複式簿記を採用しています。 

〔関連語〕単式簿記 

 

扶助費 

法令に基づいて支給する生活保護費や福祉手当のほか、法令外で支給する給付金

などで、性質別分類では義務的経費に属します。 

 

普通会計 

各地方公共団体では、独自に特別会計を設置するなど、会計の範囲が異なりま

す。そこで全国的に比較を行う統計処理のために、一定のルールで作り上げる仮想

の会計で、一般会計と、一定の条件の下にある特別会計を合算し算出します。    

〔関連語〕一般会計、特別会計 
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普通建設事業費 

道路、橋りょうなどの公共土木施設や、学校、文化施設などの公共施設などの新

設や改良に要する経費で、投資的な事業費をいいます。また、そのうちで国の補

助・負担金を受けて行う事業を補助事業、それ以外を単独事業といいます。 

 

普通交付税 

地方交付税の主体をなすもので、総額の９４％に相当する額をいいます。その交

付額は、基準財政需要額が基準財政収入額を上回る額となります。  

〔関連語〕特別交付税 

 

補助金 

補助金には、国や県が予算などの定めにより特定の目的実現のために、市町村へ

現金を給付する場合と、市町村が公益上の必要により、財政的支援として市民等へ

現金を給付する場合があります。 

 

補助事業 

地方公共団体が行う事業のうち、国の補助を受けて行うものをいいます｡  

〔関連語〕単独事業 

 

（ま行）                                   

 

目的別分類 

地方公共団体の経費を、行政目的によって分類することで、議会費、総務費、民

生費、土木費などに分類しています。 〔関連語〕性質別分類 

 

（や行）                                   

 

有形固定資産 

地方自治体が行政活動を行うために保有している財産のうち、一定の形を有し、

長期にわたって使用することが想定されている財産のことをいいます。 

 

予算 

一定の期間における収入支出の予定を予算といい、地方公共団体の予算は歳入歳

出予算、継続費、繰越明許費、債務負担行為、地方債、一時借入金などを定め、議

会の議決により承認を得ます。 〔関連語〕当初予算、補正予算 
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（ら行）                                   

 

臨時財政対策債 

平成１３年度から、国の地方財政対策上見込まれる地方の財源不足に対して、国

と地方が折半で負担するという考えの下、その地方負担相当額を地方が地方債によ

って賄う場合に発行する特例的な地方債をいいます。 

 

臨時的経費 

一時的な財政需要により支出する経費で、経常的経費に対応しています。代表的

なものとしては、選挙に要する経費や単年度限りの事業に要する経費、建設事業費

などです。 〔関連語〕経常的経費 

 

ラスパイレス指数 

国家公務員行政職俸給表（一）の俸給月額を１００とした場合の地方公務員一般

行政職の給料の水準を示したものです。 

 

類似団体 

指定都市、中核市、特例市等の行政権能の相違を踏まえつつ、国勢調査を基にし

た人口と産業構造（産業別就業人口の比率）によって市町村を３５の類型に分類し

たとき、同じ分類となった全国の市町村を指します。 


